
補助金執行にかかる事務処理の適正な業務遂行に対する請願について

趣旨

「長浜市こども若者住宅新築支援事業補助金」の拡充に向けた検討措置について

理由

2024年 6月 1'日報告Bお詫びとして、「長浜市こども若者住宅新築支援事業補助金」におけ

る事務処理誤り及び交付決定の取消しH不交付についての情報が公開されました。

内容は、本市では、子育て世帯口若者夫婦の定住の促進、若者人口の転出超過の改善を図

ることを目的として、市独自の「長浜市こども若者住宅新築支援事業補助金」により、子育て世

帯出若者夫婦による新築住宅の建築B購入を支援するため、4月から申請受付を開始しており

ましたが、ホームページやチラン等において、長浜市こども若者住宅新築支援事業補助金交付

要綱(以下「要綱」という。)に定める補助対象者要件に記載漏れがあつたこと、また、その要件

の審査が漏れていたため、本来、補助金の交付対象とならない′方に対し、誤つて索付決定を通

知するという事案が生じ、市といたしまして、対象の皆様に対し、深くお詫び申しあげますととも

に、市の信頼を失墜させる不適切な事案が生じたことを重く受け止め、再発防止の徹底に努め

るとの報道がされました。

本件に関し委員会の審議がされましたが、この事業の効果や先を見据えた市定住化促進に

関する議論は薄く、見ていていただいている方からは、本当に謝罪されているのかこころに響き

なかったとのお声を頂戴いたしました。

またt今後どう前向きに対策を講じていただけるのかわからなかったとの御意見をいただき

ました。

この補助金は、少額では、ありますが、本市に定住したいことを希望さ4る効果は大きいこ告
がこの失態より大きく判明できました。

今後の対応については、制度を改める方向で検討いただけるとのことと再発防止に向けて

は、努力いただけるとのことでしたが具体的な方針が示されなかつたことが残念でした。

そこで、以下の内容について事業の拡充と対策を講じられることを願いますと

詳細理由 補助の適応

住宅を建設するには、資金の調達、不動産の取得、建設計画、補助事業に適合した住宅資

材や機器の調整、こどもたちの学習環境等多くの問題を議論されて、当該補助金等を契機に
一生に一度の大きな決断をされて申請された思いには、法的責任はなくても動議的責任はあ

ると考えます。

そこで、工事請負契約日の期間や補助金交付決定等については、申請事情や降雪、建設時

期、申請確認資料の簡素化等経済事情等も十分余裕をもうて配慮いただきたいことや国の「子

育てエコホーム支援事業」や「こどもみらい住宅事業」等の補助事業がある中、本市の子育て

世帯及び若者夫婦の住宅取得を、長浜市独自の補助金で支援することで、本市への子育て世

帯日若者夫婦の定住を促進し、若者人口の転出超過の改善に寄与することが今回の不手際で

検証できました。

また、本市のホームページのトップページ これでいいのでしょうが 子育てしゃすく、移住環

境や企業誘致、自然環境等住みやすいながはまをアピールしなくていいのでしょうかこの問題
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を担当課だけの問題としていいのでしょうか

このピンチをどう全職員が受け止めチャンスに変える「チームながはま」で全課が開発申請、

住宅地造成や遊休用地の活用、企業の開発支援に加え、市独自の政策と土地規制解除等に

危機感を持つて、最大の努力と汗をかいていただくよう懇願致します。
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参考資料

国の補助事業

■子育てエコホーム支援事業

エネルギー価格などの物価高騰の影響を受けやすい子育て世帯“若者夫婦世帯による高い

省エネ性能を有する新築住宅の取得や、住宅の省エネ改修等に対して支援することにより、子

育て世帯・若者夫婦世帯等による省エネ投資の下支えを行い、2050年のカーボンニュートラル

の実現を図る事業です。
巨事業概要

名称 子育てエコホーム支援事業

予算 令和 5年度補正予算 :2,100億円
令和 6年度当初予算案:400億円

・補助対象

補助対象事業 対象者 注文住宅の新築   建築主
新築分譲住宅の購入 購入者
リフォーム   エ事発注者
ただし、注文住宅の新築および新築分譲住宅の購入については、子育て世帯または若者夫

婦世帯が取得する場合に限ります。

子育て世帯とは   申請時点において、子を有する世帯。
子とは令和5年 4月 1日時点で 18歳未満(すなわち、平 成17(2005)年 4月 2日以降出
生)とする。ただし、令和6年 3月末までに工事着手する場合においては、令和4年 4月 1日 時
点で 18歳未満 (すなわち、平成16(2004)年 4月 2日以降出生)の子とする。
若者夫婦世帯とは、申請時点において夫婦であり、令和5年 4月 1日時点でいずれかが39
歳 以下 (すなわち、昭和58(1983)年 4月 2日以降出生)である世帯。ただし、令和6年3月末
までに工事着手する場合におい ては、令和4年 4月 1日時点でいずれかが39歳以下(すなわ

ち、昭和57(1982)年 4月 2日 以降出生)の世帯とする。

B補助額

(補助上限)

注文住宅の新築 新築分譲住宅の購入
日長期優良住宅:1住戸につき100万円

ただし、以下の①かつ②に該当する区域に立地している住宅 については、原則、補助額を 50

万円/戸とします。
①市衝化調整区域

②土砂災害警戒区域又は浸水想定区域(洪水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域における

浸水想 定高さ3m以上の区域をいう。)
LZEH水準住宅:1住戸につき80万円
ただし、以下の①かつ②に該当する区域に立地している住宅につ いては、原則、補助額を 40
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万円/戸とします。
①市街化調整区域

②土砂災害警戒区域又は浸水想定区域 (洪水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域における

浸水想 定高さ3m以上の区域をいう。)
リフォーム

リフォームエ事内容に応じて定める額※

・子育て世帯a若者夫婦世帯 :上限 30万円/戸
Hその他の世帯:上限 20万円/戸

※子育て世帯“若者夫婦世帯が既存住宅購入を伴う場合は、上限 60万円/戸

※長期優良リフォームを行う場合は、
B子育て世帯中若者夫婦世帯 :上限 45万円/戸
Eその他の世帯 :上限 30万円/戸

登録事業者

補助対象者に代わり、本事業の手続き等を行う補助事業者として予め事務局に事業者登録※

したもの。

※交付申請または交付申請の予約までに事業者登録が必要です。

補助事業   契約 登録する事業者 (補助事業者)
注文住宅の新築   工事請負契約 建築事業者(工事請負業者)
新築分譲住宅の購入 不動産売買契約   販売事業者(販売代理を含む)
リフォーム   エ事請負契約 工事施工業者
補助金の還元方法

登録事業者は、交付された補助金を予め補助対象者と合意した方法により、還元します。なお、

還元方法は原則①とします。

いずれか

①補助事業に係る契約代金(最終支払に限る)に充当する方法

②現金で支払う方法

対象期間「契約日の期間

契約日の期間は問いません B対象工事※の着手期間

2023年 11月 2日以降

※対象工事

注文住宅の新築B新築分譲住宅の購入 :基礎工事より後の工程の工事

リフォーム :リフォームエ事
H交付申請期間

2024年 4月 2日～予算上限に達するまで(遅くとも2024年 12月 31日まで)※

※お早めの申請をおすすめします。※締切は予算執行状況に応じて公表します。
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■こどもみらい住宅事業
日注文住宅の新築

子育て世帯または若者夫婦世帯が、こどもみらい住宅事業者と契約し、高い省エネ性能を有

する新築住宅を建築する場合、住宅の省エネ性能等に応じた金額を補助します。

対象要件の詳細申請手続きの詳細対象要件の詳細対象となる方以下の 12を満たす方が対象

になります。

子育て世帯または若者夫婦世帯のいずれかである

子育て世帯とは、申請時点において、2003年 4月 2日 以降に出生した子を有する世帯です。

若者夫婦世帯とは、申請時点において夫婦であり、いずれかが 1981年 4月 2日以降に生まれ

た世帯です。

こどもみらい住宅事業者と工事請負契約を締結して住宅を新築する方

「こどもみらい住宅事業者」は建築主に代わり交付申請手続きを代行し、

交付を受けた補助金を建築主に還元する者として、予め本事業に登録をした住宅事業者です。

「対象となる新築住宅

以下の 1～ 6を満たす住宅が対象になります。

所有者(建築主)自らが居住する「居住』は、住民票における住所(居住地等)で確認します。

土砂災害防止法に基づく、土砂災害特別警戒区域外に立地する「土砂災害防止法」とは、土砂

災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 (平成 12年法律第 57号)で

す。

未完成または完成から1年以内であり、人の居住の用に供したことのないもの「完成」は、完了

検査済証の発出日で確認します。

住戸の床面積が50浦以上である「床面積」とは、壁その他の区画の中心線で囲まれた部分の

水平投影面積により算定。

なお、吹き抜け、バルコニー及びメーターボックスは除き、階段下のトイレ及び収納等の面積を

含めます。

証明書等により、下表のいずれかに該当することが確認できるZEH住宅 強化外皮基準に適
合し、再生可能エネルギー等を除き、基準一次エネルギー消費量から 20%以上の一次エネル

ギー消費量が削減される性能を有する住宅※1※ 2

※lBELS評価書に記載される「ZEH」「ZEH― M」「ZEH O画ented」「zEH― M Ottented」「ZEH Ready」

「ZEH―M Ready」

「Nea‖ y ZEH」「Neatty ZEH― M」も対象になります。

(「ゼロエネ相当」は強化外皮基準に適合しないため対象外)

※22022年 10月 1日以降に新基準で認定申請した認定長期優良住宅、認定低炭素住宅、

性能向上計画認定住宅が対象となります。

・証明書類

高い省エネ性能等を有する住宅

次の a)～ c)のいずれかの性能を有する住宅※3
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a)認定長期優良住宅

b)認定低炭素住宅

c)性能向上計画認定住宅

※3認定長期優良住宅は 2022年 9月 30日以前に長期使用構造等確認申請を行い認定を受

けた住宅Ⅲ

認定低炭素住宅、性能向上計画認定住宅は 2022年 9月 30日 以前に認定申請した住宅が対

象となります。

一定の省エネ性能を有する住宅※5

品確法に基づく日本住宅性能表示基準 (平成 13年国土交通省告示第 1346号 )で定める断

熱等性能等級4かつ 一次エネルギー消費量等級4の性能を有する住宅※4
※4建築物省エネ法に基づく省エネ基準への適合を本事業の要件とするため、品確法で定め
る断熱等性能等級 4の基準のうち、

結露の発生を防止する対策に関する基準を満たさない住宅も対象です。

「品確法」とは、住宅の品質確保の促進等に関する法律 (平成 11年法律第 81号)です。

「建築物省エネ法」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 (平成 27年法律

第 53号 )です。

※52022年 6月 30日 までに工事請負契約を締結したものに限ります。

交付申請時、一定以上の出来高の工事完了が確認できる

以下の①②のいずれかの方法で確認します。

建築士による証明書が必要です。

いずれか(選択可)

①基礎工事(杭基礎の場合は杭工事)の完了

②省エネ性能等※1に応じた住戸あたりの補助額に総戸数※2を乗じた金額以上の出来高の
工事完了

建築工事の契約金額 (税込)X出来高(%)≧ 住戸あたりの補助額※lX総戸数※2

※15の住宅の省エネ性能等に応じた補助額です。共同住宅等で住戸毎に住宅の性能等が異

なる場合、最も高い補助額とします。

※2戸建は、1住戸です。共同住宅等は、補助金の申請予定、省エネ性能等、床面積によらず
全ての住戸です。

対象となる期間工事請負契約の期間 2021年 11月 26日 ～ 建築着工まで

※「一定の省エネ性能を有する住宅」の新築は、2022年 6月 30日までに締結したものに限り

ます。

・建築着工の期間

こどもみらい住宅事業者の事業者登録以降

基礎工事の完了(工事の出来高)建築着工 ～ 交付申請まで(遅くとも2023年 3月 31日 )
補助額

住宅の性能に応じて下表の通りとします

ZEH住宅   100万円
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高い省エネ性能等を有する住宅 80万円

一定の省エネ性能を有する住宅※   60万円
※2022年 6月 30日までに工事請負契約を締結したものに限ります。

・手続き期間

交付申請の予約 2022年 3月 28日 ～ 遅くとも2023年 2月 28日 ※1

交付申請期間

2022年 3月 28日 ～ 遅くとも2023年 3月 31日 ※1

完了報告期間

交付決定以降、補助対象の建物に応じた下表の期間

戸建住宅

交付決定 ～ 2023年 10月 31日

共同住宅等で階数が 10以下

交付決定 ～ 2024年 7月 15日

共同住宅等で階数が 11以上

交付決定 ～ 2025年 5月 31日

※1予算の執行状況により、交付申請の受付を終了した場合、同日までとなります。

ただし交付申請の予約を行つた場合、交付申請期間はその限りではありません。

・その他

本補助金の重複について

1つの住宅について「注文住宅の新築」の補助金の交付を受けた建築主等は、当該住宅と

別の住宅であったとしても、再度「注文住宅の新築」、「新築分譲住宅の購入」の補助金の交付

を受けることはできません。1つの住宅について「注文住宅の新築」の補助金の交付を受けた

建築主等は、当該住宅と別の住宅において「リフォーム」の補助金の交付を受けることは可能

ですが、「リフォーム」の補助金の補助上限の引き上tずを受けることはできません。

「注文住宅の新築」の補助金の交付を受けた住宅と同じ住宅について「新築分譲住宅の購入」

や「リフォーム」の補助金の交付を受けることはできません。

財産処分の制限について本補助金の交付を受けた建築主は、補助金の交付を受けて取得し

た住宅について、こどもみらい住宅事業者に補助金の振込み後、10年間は国または事務局の

承認なく補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付、担保に供し、または取り壊

すことができません。
日経理書類の保管

こどもみらい住宅事業者は、補助事業に要した費用について他の経理と明確に区分し、その

収入及び支出の内容を記載した帳簿を

備え、その収入及び支出に関する証拠書類を整理し、これらの帳簿及び書類を本補助金の交

付を受けた年度終了後5年間保存しておかなければなりません。
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■今回の事件報道

今後につきましては、下記のとおり、対応を進めて参りますことをあわせてご報告します

とし

1発覚日   令和 6年 6月 5日 (水曜日)
2誤つた事務処理日要因 ※別紙、要綱・チラシをあわせてご覧ください。
(1)補助対象者要件の一つである「要綱第 3条第 2号」に関する周知漏れ
⇒ チラシ表面左側「補助対象者」の下線部の記載漏れ *添付は修正版

【周知が漏れた内容】

(補助対象者)要網第 3条第 2号抜粋

本市に居住するために、令和 6年 4月 から令和 9年 2月 末日までの間に、次のいず

れかの契約を締結した者であること。

ア 注文住宅を建築するための工事請負契約

イ 新築分譲住宅を購入するための売買契約

【発生要因】

要綱第 3条第 2号に関して、各周知媒体 (広報ながはま、ホームページ、チラン)への掲

載を奨緒していた。
(2)本来、補助金の交付対象とならない方に対し、誤つて交付決定を通知した。⇒令和 6

年3月 31日以前に契約された場 でも誤って交付を決定していた。

【発生要因】

要綱に基づく適正な審査ができていなかつた。

3対応内容、対象件数
(1)ホームページやチランによるお知らせ内容について、周知漏れ箇所を追記した。

(2)対象者 55件の交付決定を取消し、不交付の決定について通知する。※通知を持参
のうえ、お一人ずつ訪問し、直接謝罪する。

4再発防止について
(1)審査用のチェックリストを再整備するとともに、当課が所管する他の補助金について

も周知や審査に関する総点検を行う。

(2)当該事案を庁内において共有し、再発防止に取り組む。

令和 6年 4月 から令和 9年 2月末日契約

55件の受付取り消し吟18日 の委員会では、56件として協議される。
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■予算時の資料

こども若者住宅新築支援事業

1目 的
子育て世帯及び若者夫婦の住宅取得を、長浜市独自の補助金で支援するこ とで、本市

への子育て世帯・若者夫婦の定住を促進し、若者人口の転出超過 の改善に寄与します。

また、ZEH住宅に対して補助金額の加算を設けることで、戸建て住宅の省エ ネルギー化

を促進し、温室効果ガスの排出抑制を図ります。

2内 容
子育て世帯又は若者夫婦による新築住宅の建築・購入に対し、最大50万 円を上限と

する補助を行います。

【概要】

・基本額 “・20万円・加算額 ZEH水準適合住宅の建築又は購入…10万円 子育て世帯
・・・10万円 市外からの転入世帯 “・10万円

3予 算 額
52,500千円 (令和6年度から令和7年度までの債務負担行為)

4効 果
長浜市独自の補助を行うことで、本市への子育て世帯・若者夫婦の定住を 促進するとと

もに、省エネ性能を有する住宅が新築されることで、脱炭素社 会の実現に寄与します。

担当:住宅課 住まい政策係 係長 乾 雅登 T口.65-6533内線84-2211
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■他市の事例

越前市

子育て世帯等と移住者への住まい支援事業補助金

令和 6年度の申請は、令和 6年 4月 1日から受付を開始しました。

概要

子育て世帯、新婚世帯又は移住者が空き家を購入ロリフォームする場合に、その費用の一部を

補助します。(補助率:3分の 1)

・購入  最大 50万円(両方行う場合は最大 100万円)
・リフォーム 最大 50万円

※安心 R住宅の認定を受けた中古住宅を購入された場合、居住誘導区域内:60万円、居住誘

導区域外:30万円を限度額に加算します。

注意点

空き家を購入する場合は引渡し前、リフォームする場合は工事請負契約前に交付申請書を提

出してください。

提出前に引渡し又は工事請負契約された場合は補助の対象となりません。

空き家の購入において、令和 6年 3月 31日までに売買契約を締結した場合は補助の対象とな

りません。

なお、補助金の申請期限(令和 6年 12月 25日 )の翌日から令和 7年 3月 31日 までの間に

空き家を購入する場合は引き渡しを受けたとき、リフォームする場合は工事請負契約を締結さ

れたときには、

当年度及び翌年度のいずれにおいても補助の対象となりません。

本事業について、国の「子どもみらい住宅支援事業」「子育てエコホーム支援事業 」との併用

はできません。

■平川市医療日福祉職子育て世帯移住支援金

平川市へ子どもと一緒に「世帯で移住」して「医療 B福祉職」に関わる方へ支援金を支給しま

す !

移住の促進と超高齢社会における医療・福祉分野の人材確保を図るため、平川市と青森県が

共同して支援金を支給します。

支給額

・基本分   1世 帯当たり100万円
“子育て世帯加算 18歳未満の養育する世帯員1人につき100万円
日ひとり親世帯加算 1世帯当たり100万円

対象者要件

世帯、移住元、移住先及び医療田福祉職の要件を満たすこと。

世帯の要件

申請者が、転入前及び申請時において、18歳未満の子どもを同一世帯で養育していること。

移住元の要件
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申請者が、平川市に転入する直前の 10年間のうち通算5年以上、かつ、転入直前に連続して

1年以上、県外に居住していたこと。

移住先の要件

申請者が、支援金の申請日から5年以上、継続して平川市に居住する意思があること。

医療・福祉職の要件

就業の場合または就学の場合の要件を満たすこと。

なお、事業対象資格とは、下記の計 20の資格のことをいいます。

医師、薬剤師～保健師、助産師、看護師、准看護師、診療放射線枝師、臨床検査技師、理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士、救急救命士、管理栄

養士、栄養士、保育士～社会福祉士、介護福祉士

就業の場合

申請者が、下記の①から②の全てに該当すること。

① 事業対象資格を有していること。

② 県内の医療機関又は福祉施設等において医療・福祉職に就業し、その勤務地が県内に所

在すること。

③ 以下のいずれかの機関等で紹介されている求人に対して応募したこと。

ただし、官公庁が試験を実施する採用試験等の場合で、申請者が合格したことが通知等で確

認できる場合はこの限りではありません。

ア 青森県公式就職情報サイト「あおもリジョブ」

イ 公共職業安定所

ウ 県内市町村が開設B運営する無料職業紹介所

工 公益社団法人青森県看護協会看護師等無料職業紹介所

オ 社会福祉法人青森県社会福祉協議会福祉人材無料職業紹介所

力 公益財団法人青森県母子寡婦福祉連合会無料職業紹介所

キ 公益社団法人青森県栄養士会無料職業紹介所

ク 県内市町村社会福祉協議会が開設・運営する無料職業紹介所

ケ アからク以外で知事が認めるもの

④ 3親等以内の親族が代表者、取締役などの経営を担う職務を務めている医療機関及び福

祉施設等への就業でないこと。

⑤ 週の所定労働時間が 20時間以上の無期雇用契約に基づいて就業し、申請時において当

該就業先に在職していること。

⑥ 当該就業先に、申請日から5年以上、継続して勤務する意思があること。

⑦ 転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用であること。

就学の場合

申請者が、下記の①から④の全てに該当すること。

① 事業対象資格を有していないこと(別途新たに事業対象資格を取得しようとする場合は除き

ます。)。
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② 県内の医療機関や福祉施設等で医療`福祉職に就業するに必要な事業対象資格を取得す

るために以下のいずれかの県内の養成機関(通信制は除く。)に就学すること。

ア 医師養成校

イ 薬剤師養成検

ウ 看護師等養成所

工 診療放射線枝師養成校

オ 臨床検査枝師養成校

力 理学療法士養成検

キ 作業療法士養成検

ク 言語聴覚士養成校

ケ 歯科衛生士・歯科技工士養成校

コ 救急救命士養成検

サ 管理栄養士養成校

シ 栄養士養成校

ス 保育士養成校

セ 社会福祉士養成施設

ソ 介護福祉士養成施設

夕 介護福祉士実務者養成施設

チ アから夕以外で知事が認めるもの

③ ②の養成機関の卒業及び事業対象資格の取得後、県内の医療機関又は福祉施設等にお

いて医療B福祉職に就業する意思があること。

④ 申請時において県内の養成機関に在籍していること。

支援金の申請及び交付等

申請期間

各年度の4月 1日から12月 28日までの期間において、平川市への転入後1年以内の申請が

必要です。

※12月 28日を過ぎた場合は次年度での申請となりますので、計画的な申請をお願いいたしま

す。

申請方法

支援金の交付を受けようとする方は、次に掲げる書類を添えて申請してください。

1.交付申請書

交付申請書(様式1)エクセルフアイル(32KB)

【就業用】誓約事項(様式1別紙)ワードファイル(18KB)

【就学用】誓約事項(様式1別紙)ワードファイル(19KB)

2-1.就業証明書【就業の場合】

就業証明書(様式2)エクセルフアイル(15KB)

2-2.在学証明書【就学の場合】

就学先の在学証明書
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3.本人確認書類

運転免許証、パスポード、個人番号カード(マイナンバーカード)等の顔写真付き本人確認書類

の写し

4.対象者要件を満たすことを証する書類

世帯、移住等に関する要件を満たすことを証する書類 (転入前と転入後の住民票、資格証.免

許証や研修等の修了証の写し、職業紹介機関の求人票等)

交付の請求

支援金の交付決定を受けた方は、次に掲げる書類を添えて交付請求してください。

口座確認ができる通帳またはキャッシュカードの写し

支援金の返還

支援金の交付後、次に掲げる要件に該当した場合は、支援金の全額、半額または4分の1相

当額の返還を請求します。

就業の場合

① 全類の返還

ア 虚偽の申請等をした場合

イ 支援金の申請日から3年未満に県外に転出した場合

ウ 支援金支援金の申請日から1年未満に当該支援金の要件を満たす職を退いた場合

② 半額の返還

ア 支援金の申請日から3年以上5年以内に県外に転出した場合

イ 支援金の申請日から1年以上3年以内に当該支援金の要件を満たす職を退いた場合

就学の場合

① 全額の返還

ア 虚偽の申請等をした場合

イ 支援金の申請日から3年未満に県外に転出した場合

ウ 支援金の要件を満たす養成機関を卒業できなかつた場合

工 支援金の要件を満たす養成機関を卒業した日から1年以内に事業対象資格の取得に至ら

なかった場合

② 半額の返還

ア 支援金の申請日から3年以上5年以内に県外に転出した場合

イ 支援金の要件を満たす養成機関を卒業した日から1年以内に事業対象資格に基づく業務

に従事するため県内の医療機関又は福祉施設等に就業しなかつた場合

ウ 支援金の要件を満たす養成機関を卒業した日から1年以内に事業対象資格に基づく業務

に従事するため県内の医療機関又は福祉施設等に就業するも、就業した日から1年未満に当

該支援金の要件を満たす職を退いた場合

③ 4分の1相当の額の返還

ア 支援金の要件を満たす養成機関を卒業した日から1年以内に事業対象資格に基づく業務

に従事するため県内の医療機関又は福祉施設等に就業するも、就業した日から1年以上3年

以内に当該支援金の要件を満たす職を退いた場合

14



返還の免除

上記の返還要件に至つた原因が、就業先の倒産、災害、本人又は家族の病気等のやむを得な

い事情によるものであるときは、返還の免除を申請することができます。

市は県と協議の上、返還免除の可否を決定します。
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